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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 第78期中、第79期中、第80期中及び第79期の「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」については、潜在株式が存

在しないため、記載していない。 

  

回次 第78期中 第79期中 第80期中 第78期 第79期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 25,564 24,565 31,580 52,373 47,990

経常利益 (百万円) 969 344 1,374 695 662

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△) 

(百万円) 469 83 △1,870 257 345

純資産額 (百万円) 8,597 8,849 7,786 8,897 9,304

総資産額 (百万円) 58,370 60,951 63,117 61,411 66,213

１株当たり純資産額 (円) 300.67 309.50 272.36 310.48 325.09

１株当たり中間 
(当期)純利益又は 
中間純損失(△) 

(円) 16.41 2.91 △65.41 8.31 11.73

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― 7.98 ―

自己資本比率 (％) 14.7 14.5 12.3 14.5 14.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 6,269 1,973 8,514 10,829 263

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △655 △1,287 △654 △1,521 △2,420

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △4,121 △1,059 △4,775 △5,412 1,010

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 5,013 7,065 9,344 7,407 6,259

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕 

(名) 
1,242 
〔553〕

1,212
〔483〕

1,196
〔537〕

1,214 
〔496〕

1,189
〔398〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 「１株当たり純資産額」「１株当たり中間(当期)純利益又は中間純損失(△)」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当

期)純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。 

  

回次 第78期中 第79期中 第80期中 第78期 第79期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 20,568 19,671 26,371 40,939 35,992

経常利益 (百万円) 664 244 966 230 222

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△) 

(百万円) 416 118 △1,891 183 192

資本金 (百万円) 1,430 1,430 1,430 1,430 1,430

発行済株式総数 (千株) 28,600 28,600 28,600 28,600 28,600

純資産額 (百万円) 8,734 8,963 7,694 9,000 9,225

総資産額 (百万円) 50,049 52,330 54,973 52,127 57,857

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ― 5 5

自己資本比率 (％) 17.5 17.1 14.0 17.3 15.9

従業員数 (名) 712 692 676 696 679



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ない。また、主要な関係会社に異動はない。 

  

３ 【関係会社の状況】 

平成17年４月１日付にて当社が連結子会社であったエスティ㈱を吸収合併した。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載している。 

２ 全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分出来ない管理部門に所属している。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員である。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社には、日本基幹産業労働組合連合会に加盟する労働組合がある。一方、連結子会社の中では加藤精機㈱及び

ケーエス・サノヤス㈱には従業員組合があり、それぞれ会社と組合との関係は円滑に推移している。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

船舶部門 444 

陸上部門 
711 
〔537〕 

全社(共通) 41 

合計 
1,196 
〔537〕 

従業員数(名) 676 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、民間設備投資の増加、個人消費の底堅さに加え、輸出も概ね堅調に

推移したことから景気回復傾向となった。一方、鉄鋼並びに原油等資材及び素材価格は高騰が続き、コスト上昇圧

力が増大する等個別企業を取巻く環境は予断を許さない状況で推移した。 

当該環境下にあって船舶部門においては、新造船は前連結会計年度に続き活発な海上荷動きから船舶需要は高水

準で推移し、鋼材価格の上昇と相俟って船価も改善が見られた。斯かる状況下で既受注残高隻数と将来の資材価格

を考慮しつつ、新規開発した78千重量トン及び83千重量トンのパナマックス・バルクキャリアーを３隻、ハンディ

マックス・バルクキャリアーを４隻、合計７隻486千重量トンを成約した。この結果、新造船受注残高隻数は36隻と

なり、過去最高の受注残高隻数となった。加えて舶用ＬＰＧタンクも順調に受注を果たしたので、修繕船を含む船

舶部門の受注残高は前連結会計年度末比12,916百万円(12.1％)増の119,922百万円と金額ベースも過去最高額となっ

た。 

陸上部門においては、機械式駐車装置、レジャー遊戯機械、空調・給排水工事、化粧品製造用機械等の受注が増

加したが、建設用エレベーター及び食品タンク等の受注は減少した。この結果、陸上部門の受注残高は前連結会計

年度末比1,400百万円(17.8％)増の9,256百万円となった。 

当中間連結会計期間の売上高は、船舶部門において引渡隻数は前中間連結会計期間と同じ６隻であったが、大型

の船種の増加から新造船売上高が増加したこと、陸上部門も橋梁、建設用エレベーター、化粧品製造用機械、更に

「愛・地球博」関連のレジャー売上が好調であったことから、全体では前中間連結会計期間比7,014百万円(28.6％)

増の31,580百万円となった。 

営業利益は、船舶部門において受注時と比較して鋼材価格の上昇や、為替の円高による利益圧迫要因に見舞われ

たが、生産合理化と船種の違いから前中間連結会計期間比増益を確保した。また陸上部門においても建設用エレベ

ーターのレンタル採算の向上、レジャー事業における「愛・地球博」関連の好調と、合理化による既存ロケーショ

ン採算が改善されたこと、化粧品製造用機械も売上増加から順調に収益を伸ばしたことから当該部門も大幅に増益

となり、営業利益全体では販売費及び一般管理費の削減も相俟って前中間連結会計期間比1,072百万円(278.3％)増

の1,458百万円となった。 

経常利益は営業利益の増加に伴い、前中間連結会計期間比1,030百万円(299.4％)増の1,374百万円となった。 

当中間連結会計期間においては減損損失2,694百万円を計上したこと、建機及びレジャー事業のたな卸資産を処分

したことによる損失518百万円等から特別損失は3,301百万円となった。この結果、税金等調整前中間純損失は1,926

百万円(前中間連結会計期間は税金等調整前中間純利益303百万円)となり、中間純損失は1,870百万円(前中間連結会

計期間は中間純利益83百万円)となった。 

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりである。 

① 船舶部門 

船舶部門の売上高は、当初下期に予定していたパナマックス・バルクキャリアー１隻が順調に建造が進んだこ

とから当中間連結会計期間での引渡となり、新造船引渡隻数は６隻と前中間連結会計期間と同隻数であったが、

アフラマックス・タンカー１隻を引渡したこと、又、前中間連結会計期間より引渡の船型が大型化したことから

新造船売上高が大幅に増加し、加えて前中間連結会計期間にはなかったＬＰＧタンク２隻分を引渡したことか

ら、修繕船を加えた船舶部門の売上高は前中間連結会計期間比5,011百万円(37.4％)増の18,424百万円となった。

当該部門の営業利益は過去の受注時より鋼材価格の上昇や円ドル為替の円高影響を受けたが、生産効率の向上に

よるコストダウンと船種の違いによる採算改善から前中間連結会計期間比200百万円(26.2％)増の969百万円とな

った。 

  



② 陸上部門 

陸上部門の売上高は橋梁、建設用エレベーター、化粧品製造用機械の売上が増加するとともに、レジャー事業

において「愛・地球博」関連で行われたポケモンキャラクターをテーマとした半年間の遊園地事業が好調に推移

したことから当該部門の売上が増加し、前中間連結会計期間比2,002百万円(18.0％)増の13,155百万円となった。

当該部門の営業利益は売上増加に伴う売上総利益の増加と建機レンタル採算の改善、レジャー事業における前年

に実施した不採算事業の廃止に伴う収益改善から、前中間連結会計期間比872百万円(455.5％)増の1,064百万円と

なった。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に対し3,085百万円(49.3％)増加し

9,344百万円となった。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは8,514百万円と、前中間連結会計期間と比べ、6,540百万円増加となっ

た。これは主に、新造船の引渡しが１隻上期に繰上がったこと並びにアフラマックス・タンカーを引渡したこ

とに伴いたな卸資産が減少したことによるものである。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは△654百万円と、前中間連結会計期間と比べ、632百万円の支出減とな

った。これは主に、有形固定資産の取得による支出が減少したことによるものである。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは△4,775百万円と前中間連結会計期間と比べ、3,716百万円の支出増と

なった。これは主に、長期借入金を返済したことによるものである。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

(注) １ 金額は期間中に発生した製造原価で示している。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

(注) １ 陸上部門のうち遊園施設運営および機械レンタルは受注高および受注残高に含めていない。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

船舶部門 14,907 +18.6 

うち新造船 13,314 +19.3 

陸上部門 8,124 +2.4 

合計 23,032 +12.3 

事業の種類別 
セグメントの名称 

受注高 受注残高 

数量 
金額
(百万円) 

前年同期比
(％) 

数量
金額 
(百万円) 

前年同期比
(％) 

船舶部門   30,581 +140.8 119,922 +48.7

 うち新造船 
７隻 
327,800総トン 

26,656 +133.0
36隻
1,590,400総トン 

113,786 +44.7

陸上部門   9,024 +12.2 9,256 △14.0

合計   39,606 +90.9 129,178 +41.3



(3) 販売実績 

(ア)販売実績 

販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 
  

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去している。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(イ)総販売高に対する割合が10％以上の顧客に対する販売実績 
  

  

３ 【対処すべき課題】 

船舶部門及び陸上部門の経営戦略を着実に且つ早期に実現すべく、効率的な設備投資並びに経営資源の再構築を図

る一環として、当中間連結会計期間において、陸上部門の生産効率化を図るため製品需要の大きい関東地区において

生産拠点としての東京テクノセンターを開設し、建設用エレベーターの製造を開始した。 

今後陸上部門全体で有効活用を図るとともに新規事業の展開を鋭意検討する所存である。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項なし。 

  

５ 【研究開発活動】 

商品の競争力の強化を図るため、新製品・新技術の開発を目指した各種の研究開発を行っている。 

当中間連結会計期間における当社グループ全体での研究開発費は26百万円である。 

船舶部門では、将来の受注を有利に展開させるために、改正された新ルールに対応した大型ハンディマックス・バ

ルクキャリアーの船型開発に取組み、さらに競争力の強化を図るためＰＣシステムの整備及び３Ｄモデル活用研究、

標準化、省力化を目指した種々の開発を行っている。なお、研究開発費は16百万円である。 

陸上部門では、立体駐車装置においては２機種の開発及び改良によるコストダウンに取組んでいる。建設機械にお

いては機種の充実とコストダウンを目的に開発を行った。又、化粧品・医薬品製造用の乳化装置及び撹拌機等の新技

術開発を行った。なお、研究開発費は９百万円である。 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

数量 金額(百万円) 前年同期比(％)

船舶部門 18,424 +37.4

 うち新造船 
６隻
262,464総トン 

16,208 +31.2

陸上部門 13,155 +18.0

合計 31,580 +28.6

顧客 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

工事内容 
総販売高に対する
割合・金額 

工事内容
総販売高に対する
割合・金額 

三菱商事㈱ 
バルクキャリアー 

３隻 
25％～30％

(61億円～73億円)

アフラマックス・
タンカー 

他２隻 

25％～30％ 
(78億円～94億円)

CLIO MARINE INC. ― ―
バルクキャリアー

２隻 
15％～20％ 

(47億円～63億円)



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

特記すべき事項はない。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる。」旨を定款に定めている。 

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月20日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 28,600,000 28,600,000
大阪証券取引所
(市場第一部) 

― 

計 28,600,000 28,600,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年４月１日から 
平成17年９月30日 

― 28,600 ― 1,430 ― 7



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) 上記株主のうち、サノヤス・ヒシノ明昌共栄会は当社の取引会社で構成する持株会である。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権２個)含まれている。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式540株が含まれている。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

サノヤス・ヒシノ明昌共栄会 大阪市北区中之島３丁目６番32号 2,202 7.70

日本トラスティ・サービス信託
銀行(住友信託銀行再信託分・
住友重機械工業株式会社退職給
付信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 2,145 7.50

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 1,425 4.98

ストラクス株式会社 東京都千代田区鍛治町２丁目２番１号 1,300 4.55

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目27番２号 1,123 3.93

住友商事株式会社 東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,000 3.50

住友石炭鉱業株式会社 東京都港区新橋６丁目16番12号 920 3.22

住友金属工業株式会社 大阪市中央区北浜４丁目５番33号 844 2.95

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜４丁目５番33号 650 2.27

モルガン・スタンレー・アン
ド・カンパニー・インターナシ
ョナル・リミテッド 
(常任代理人モルガン・スタン
レー証券会社東京支店) 

25 CABOT SQUARE,CANARY WHARF,LONDON 
E14 4QA ENGLAND 

633 2.21

計 ― 12,242 42.81

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 10,000

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

28,530,000 
28,530 ― 

単元未満株式 普通株式 60,000 ― ― 

発行済株式総数 28,600,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 28,530 ― 



② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は大阪証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社サノヤス・ヒシノ 
明昌 

大阪市北区中之島 
三丁目６番32号 

10,000 ― 10,000 0.03

計 ― 10,000 ― 10,000 0.03

月別 
平成17年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 436 410 395 384 375 424

最低(円) 334 360 340 353 350 362



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項の

ただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)並びに「造船業財務諸表準則」(昭和26年運輸省告示第254号)に基づいて作

成したものである。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項のただ

し書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の

中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けている。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

資産の部          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金 ※1  7,795 9,664   6,866 

２ 受取手形及び売掛金 ※4  6,204 6,550   7,825 

３ たな卸資産    14,102 15,906   18,331 

４ 繰延税金資産    231 219   277 

５ その他    1,789 1,875   1,781 

貸倒引当金    △63 △46   △50 

流動資産合計    30,061 49.3 34,169 54.1   35,032 52.9

Ⅱ 固定資産          

(1) 有形固定資産 ※1        

１ 建物、ドック船台 
及び構築物   17,704   18,001 17,803   

減価償却累計額   12,338 5,366 12,686 5,315 12,524 5,278 

２ 機械装置、運搬具 
及び工具器具備品   41,693   39,561 41,577   

減価償却累計額   33,460 8,232 32,765 6,795 33,223 8,354 

３ 土地    7,088 5,556   7,088 

４ 建設仮勘定    545 335   260 

有形固定資産合計    21,233 34.8 18,003 28.5   20,982 31.7

(2) 無形固定資産    828 1.4 948 1.5   1,071 1.6

(3) 投資その他の資産          

１ 投資有価証券 ※1  5,699 7,148   6,179 

２ 繰延税金資産    1,512 1,388   1,352 

３ その他    2,065 1,782   1,909 

貸倒引当金    △448 △323   △315 

投資その他の資産 
合計    8,827 14.5 9,996 15.9   9,126 13.8

固定資産合計    30,890 50.7 28,947 45.9   31,180 47.1

資産合計    60,951 100.0 63,117 100.0   66,213 100.0

           



  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

負債の部          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形及び買掛金 ※4  11,605 13,216   12,232 

２ 短期借入金 ※1  7,176 13,445   6,084 

３ １年以内償還予定 
社債    2,310 ―   ― 

４ 未払法人税等    286 273   157 

５ 繰延税金負債    5 ―   9 

６ 前受金    9,059 13,370   11,028 

７ 賞与引当金    330 271   267 

８ 船舶保証工事引当金    22 15   19 

９ 受注工事損失引当金    ― ―   150 

10 完成工事補償引当金    0 ―   0 

11 その他    1,263 1,332   1,440 

流動負債合計    32,061 52.6 41,926 66.4   31,389 47.4

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ※1  13,323 6,802   18,795 

２ 繰延税金負債    33 68   35 

３ 退職給付引当金    5,472 5,389   5,493 

４ その他    205 104   132 

固定負債合計    19,035 31.2 12,364 19.6   24,457 36.9

負債合計    51,096 83.8 54,290 86.0   55,846 84.3

           

少数株主持分          

少数株主持分    1,004 1.7 1,040 1.7   1,062 1.6

           

資本の部          

Ⅰ 資本金    1,430 2.3 1,430 2.3   1,430 2.2

Ⅱ 資本剰余金    7 0.0 7 0.0   7 0.0

Ⅲ 利益剰余金    6,149 10.1 4,388 6.9   6,411 9.7

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    1,264 2.1 1,963 3.1   1,457 2.2

Ⅴ 自己株式    △1 △0.0 △2 △0.0   △2 △0.0

資本合計    8,849 14.5 7,786 12.3   9,304 14.1

負債、少数株主持分 
及び資本合計    60,951 100.0 63,117 100.0   66,213 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    24,565 100.0 31,580 100.0   47,990 100.0

Ⅱ 売上原価 ※1  22,203 90.4 28,285 89.6   43,341 90.3

売上総利益    2,362 9.6 3,294 10.4   4,649 9.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2  1,976 8.1 1,835 5.8   3,835 8.0

営業利益    385 1.5 1,458 4.6   814 1.7

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   5   2 11   

２ 受取配当金   33   58 58   

３ 為替差益   30   2 31   

４ 賃貸料   61   ― 76   

５ 貸倒引当金戻入益   1   ― ―   

６ その他   52 185 0.8 60 124 0.4 113 291 0.6

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   192   201 375   

２ たな卸資産除売却損   10   ― ―   

３ 減価償却費   10   ― 14   

４ その他   12 227 0.9 6 207 0.7 52 443 0.9

経常利益    344 1.4 1,374 4.3   662 1.4

Ⅵ 特別利益          

１ 貸倒引当金戻入益   ―   ― 144   

２ 固定資産売却益 ※3 14   ― 41   

３ 契約解除和解金   38 53 0.2 ― ― ― 38 224 0.5

Ⅶ 特別損失          

１ 減損損失 ※4 ―   2,694 ―   

２ たな卸資産処分損   ―   518 ―   

３ 固定資産売却損 ※5 65   ― 66   

４ 固定資産除却損 ※6 13   37 86   

５ 災害損失   14   ― 56   

６ その他   0 94 0.4 50 3,301 10.4 7 217 0.5

税金等調整前 
中間(当期)純利益 
又は税金等調整前 
中間純損失(△) 

   303 1.2 △1,926 △6.1   669 1.4

法人税、住民税 
及び事業税   218   267 279   

法人税等調整額   △30 188 0.8 △299 △32 △0.1 △43 236 0.5

少数株主利益    31 0.1 ― ―   87 0.2

少数株主損失    ― ― 24 0.1   ― ―

中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△)    83 0.3 △1,870 △5.9   345 0.7

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

資本剰余金の部     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   7 7   7

Ⅱ 資本剰余金 
中間期末(期末)残高 

  7 7   7

      

利益剰余金の部     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   6,228 6,411   6,228

Ⅱ 利益剰余金増加高     

中間(当期)純利益 83 83 ― ― 345 345

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 中間純損失 ― 1,870 ― 

２ 配当金 142 142 142 

３ 役員賞与 19 162 10 2,022 19 162

Ⅳ 利益剰余金 
中間期末(期末)残高 

  6,149 4,388   6,411

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前中間(当期) 
純利益又は税金等調整前 
中間純損失(△) 

 303 △1,926 669

２ 減価償却費  1,187 1,019 2,434

３ 減損損失  ― 2,694 ―

４ 連結調整勘定償却額  22 22 45

５ 退職給付引当金の減少額  △29 △103 △8

６ 貸倒引当金の 
増加額(減少額△) 

 4 3 △140

７ 賞与引当金の 
増加額(減少額△) 

 6 3 △55

８ 受注工事損失引当金の 
増加額(減少額△) 

 ― △150 150

９ 受取利息及び受取配当金  △39 △60 △70

10 支払利息  192 201 375

11 為替差損(差益△)  △31 △1 1

12 有形固定資産売却損  50 0 24

13 有形固定資産除却損  13 37 86

14 たな卸資産処分損  ― 518 ―

15 契約解除和解金  △38 ― △38

16 投資有価証券 
売却損(売却益△) 

 0 ― △1

17 投資有価証券評価損  0 8 0

18 売上債権の 
減少額(増加額△) 

 1,474 1,276 △126

19 たな卸資産の 
減少額(増加額△) 

 △1,589 1,905 △5,817

20 仕入債務の増加額  54 983 681

21 前受金の増加額  ― 2,342 2,579

22 未収消費税等の 
減少額(増加額△) 

 △7 486 △559

23 役員賞与支払額  △19 △10 △19

24 その他  564 △438 546

小計  2,121 8,814 758

25 利息及び配当金の受取額  39 55 66

26 利息の支払額  △193 △204 △371

27 法人税等の支払額(△) 
又は還付額 

 6 △150 △189

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 1,973 8,514 263



  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 定期預金の預入による支出  △14 △3 △120

２ 定期預金の払戻による収入  6 290 235

３ 有形固定資産 
の取得による支出 

 △1,292 △896 △2,280

４ 有形固定資産 
の売却による収入 

 170 0 287

５ 投資有価証券 
の取得による支出 

 △95 △123 △310

６ 投資有価証券 
の売却による収入 

 0 ― 63

７ 貸付けによる支出  △60 △41 △92

８ 貸付金の回収による収入  46 43 224

９ 連結子会社株式の 
追加取得による支出 

 △8 ― △8

10 その他  △39 76 △419

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,287 △654 △2,420

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入金の純減少額  △189 △82 △524

２ 長期借入れによる収入  1,800 50 9,050

３ 長期借入金の 
返済による支出 

 △2,525 △4,599 △5,061

４ 社債の償還による支出  ― ― △2,310

５ 自己株式の取得による支出  △0 △0 △0

６ 配当金の支払額  △142 △142 △142

７ 少数株主への 
配当金の支払額 

 △0 △0 △0

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,059 △4,775 1,010

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 31 1 △1

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の増加額(減少額△) 

 △341 3,085 △1,148

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 7,407 6,259 7,407

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 7,065 9,344 6,259

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数は７社であ

り、その社名は次のとおりであ

る。 

   山田工業㈱ 

   ケーエス・サノヤス㈱ 

   ㈱サノテック 

   明昌ネットワーク㈱ 

   加藤精機㈱ 

   エスティ㈱ 

   みづほ工業㈱ 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数は６社であ

り、その社名は次のとおりであ

る。 

   山田工業㈱ 

   ケーエス・サノヤス㈱ 

   ㈱サノテック 

   明昌ネットワーク㈱ 

   加藤精機㈱ 

   みづほ工業㈱ 

   前連結会計年度まで連結子会

社であったエスティ㈱は、平成

17年４月１日付で当社と合併し

た。 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数は７社であ

り、その社名は次のとおりであ

る。 

   山田工業㈱ 

   ケーエス・サノヤス㈱ 

   ㈱サノテック 

   明昌ネットワーク㈱ 

   加藤精機㈱ 

   エスティ㈱ 

   みづほ工業㈱ 

 (2) 主要な非連結子会社は次のと

おりである。 

   サノヤス商事㈱、サノヤス産

業㈱、サノヤス建物㈱、山田エ

ンジニアリングサービス㈱、サ

ノヤス・エンジニアリング㈱、

サノヤス安全警備㈱ 

   なお、これらの子会社の総資

産額、売上高、中間純損益(持

分相当額)および利益剰余金(持

分相当額)等はいずれも中間連

結財務諸表に重要な影響をおよ

ぼしていないので、連結の範囲

から除外している。 

 (2) 主要な非連結子会社は次のと

おりである。 

同左 

 (2) 主要な非連結子会社は次のと

おりである。 

   サノヤス商事㈱、サノヤス産

業㈱、サノヤス建物㈱、山田エ

ンジニアリングサービス㈱、サ

ノヤス・エンジニアリング㈱、

サノヤス安全警備㈱ 

   なお、これらの子会社の総資

産額、売上高、当期純損益(持

分相当額)および利益剰余金(持

分相当額)等はいずれも連結財

務諸表に重要な影響をおよぼし

ていないので、連結の範囲から

除外している。 

２ 持分法の適用に関する事項 

  非連結子会社は、中間純損益お

よび利益剰余金等におよぼす影響

が軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、持分法の適用

から除外している。 

２ 持分法の適用に関する事項 

同左 

２ 持分法の適用に関する事項 

  非連結子会社は、当期純損益お

よび利益剰余金等におよぼす影響

が軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、持分法の適用

から除外している。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

  連結子会社全７社の中間決算日

は７月31日であり、中間連結決算

日と異なっているがその差異が３

ケ月を超えていないため、中間連

結財務諸表の作成に当たって当該

連結子会社は仮決算をおこなって

いない。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

  連結子会社全６社の中間決算日

は７月31日であり、中間連結決算

日と異なっているがその差異が３

ケ月を超えていないため、中間連

結財務諸表の作成に当たって当該

連結子会社は仮決算をおこなって

いない。 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

  連結子会社全７社の決算日は１

月31日であり、連結決算日と異な

っているがその差異が３ケ月を超

えていないため、連結財務諸表の

作成に当たって当該連結子会社は

仮決算をおこなっていない。 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準および

評価方法 

   1) 有価証券 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

       中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は、全部

資本直入法により処

理し、売却原価は、

移動平均法により算

定) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準および

評価方法 

   1) 有価証券 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準および

評価方法 

   1) 有価証券 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

       決算末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定) 

     時価のないもの 

       移動平均法による原

価法 

     時価のないもの 

同左 

     時価のないもの 

同左 

   2) たな卸資産 

    原材料及び貯蔵品について

は主として移動平均法に基づ

く原価基準、半成工事につい

ては主として個別法による原

価基準によっている。 

   2) たな卸資産 

同左 

   2) たな卸資産 

同左 

   3) デリバティブ 

     時価法 

   3) デリバティブ 

同左 

   3) デリバティブ 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

   有形固定資産   定率法 

    ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物附属

設備は除く)については、定

額法を採用している。 

    なお、主な耐用年数は、建

物７～50年、機械装置７～12

年である。 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

   有形固定資産   定率法 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

   有形固定資産   定率法 

同左 

   無形固定資産   定額法 

    ただし、ソフトウェア(自

社利用分)については、社内

における利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用してい

る。 

   無形固定資産   定額法 

同左 

   無形固定資産   定額法 

同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

   1) 貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収の可能性を検

討し、回収不能見込額を計上

している。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

   1) 貸倒引当金 

同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

   1) 貸倒引当金 

同左 

   2) 賞与引当金 

    従業員の賞与に充当するた

め、支給見込額基準により計

上している。 

   2) 賞与引当金 

同左 

   2) 賞与引当金 

同左 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

   3) 船舶保証工事引当金 

    新造船等引渡後に無償で補

修すべき費用に充当するた

め、過去２年間の実績を基礎

に、将来の保証見込を加味し

て計上している。 

   3) 船舶保証工事引当金 

同左 

   3) 船舶保証工事引当金 

同左 

   4)    ―――    4) 受注工事損失引当金 

    当中間連結会計期間末の未

引渡工事のうち、大幅な損失

が発生すると見込まれ、か

つ、当中間連結会計期間末時

点で当該損失額を合理的に見

積ることが可能な工事につい

て、当下期以降の損失見積額

を引当計上している。 

  (追加情報) 

   従来、受注工事損失引当金を

計上していなかったが、前連結

会計年度より計上することとし

た。 

   なお、前中間連結会計期間で

は受注工事損失引当金を計上し

ておらず、変更後の方法によっ

た場合でも損益に与える影響は

ない。 

   4) 受注工事損失引当金 

    連結会計年度末の未引渡工

事のうち、大幅な損失が発生

すると見込まれ、かつ、連結

会計年度末時点で当該損失額

を合理的に見積ることが可能

な工事について、翌連結会計

年度以降の損失見積額を引当

計上している。 

  (会計方針の変更) 

   受注工事損失引当金 

    当連結会計年度より、連結

会計年度末の未引渡工事のう

ち、大幅な損失が発生すると

見込まれ、かつ、連結会計年

度末時点で当該損失額を合理

的に見積ることが可能な工事

について、翌連結会計年度以

降の損失見積額を受注工事損

失引当金として計上すること

にした。 

    この変更は、為替の変動、

急激な鋼材価格の上昇等を契

機に見積工事原価を見直した

結果、工事損失見込額の重要

性が増したことを踏まえ、財

務内容の健全化と期間損益の

より一層の適正化を図るため

に行ったものである。 

    この変更により、従来の方

法によった場合に比べ、営業

利益、経常利益及び税金等調

整前当期純利益が150百万円

減少している。 

    また、セグメント情報に与

える影響は(セグメント情報)

に記載している。 

    なお、この変更が当下期に

おいて行われたのは、当上期

まで利益を見込んでいたが、

下期における急激な為替の変

動により大幅な損失額が見込

まれる工事があると判明した

ためである。当中間連結会計

期間は従来の方法によってい

るが、変更後の方法によった

場合でも損益に与える影響は

ない。 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

   5) 完成工事補償引当金 

    工事完成後に無償で補修す

べき費用に充当するため法人

税法の規定に基づく限度額を

計上している。 

   5)   ―――    5) 完成工事補償引当金 

    工事完成後に無償で補修す

べき費用に充当するため法人

税法の規定に基づく限度額を

計上している。 

   6) 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上している。 

    数理計算上の差異について

は、発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による定率法により発

生の翌連結会計年度から費用

処理している。 

   6) 退職給付引当金 

同左 

   6) 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上して

いる。 

    数理計算上の差異について

は、発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による定率法により発

生の翌連結会計年度から費用

処理している。 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っている。 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

   1) ヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジ処理を採用して

いる。 

    なお、金利スワップについ

ては、特例処理の要件を満た

している場合は特例処理を採

用している。 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

   1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

   1) ヘッジ会計の方法 

同左 

   2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段 

        為替予約取引及び

金利スワップ取引 

    ヘッジ対象 

        外貨建予定取引及

び借入金利息 

   2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段 

同左 

  

    ヘッジ対象 

同左 

   2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段 

同左 

  

    ヘッジ対象 

同左 

   3) ヘッジ方針 

    リスク管理規程に基づき、

為替変動リスク及び金利変動

リスクをヘッジしている。 

   3) ヘッジ方針 

同左 

   3) ヘッジ方針 

同左 

   4) ヘッジ有効性評価の方法 

    ヘッジ対象とヘッジ手段に

ついて、相場変動額またはキ

ャッシュ・フロー変動額を、

ヘッジ期間全体にわたり比較

し、有効性を評価している。 

   4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

   4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 



  

  

会計方針の変更 
  

  

表示方法の変更 
  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (6) 消費税等の会計処理 
   消費税及び地方消費税の会計
処理は、税抜方式によってい
る。 

 (6) 消費税等の会計処理 
同左 

 (6) 消費税等の会計処理 
同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計
算書における資金の範囲 
  手許現金、要求払預金及び取得
日から３ヶ月以内に満期日の到来
する流動性の高い、容易に換金可
能であり、かつ、価値の変動につ
いて僅少なリスクしか負わない短
期的な投資からなっている。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計
算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書
における資金の範囲 

同左 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 
 当中間連結会計期間から「固定資
産の減損に係る会計基準」(「固定
資産の減損に係る会計基準の設定に
関する意見書」(企業会計審議会
平成14年８月９日))及び「固定資産
の減損に係る会計基準の適用指針」
(企業会計基準委員会 平成15年10
月31日 企業会計基準適用指針第６
号)を適用している。これにより営
業利益及び経常利益は152百万円増
加し、税金等調整前中間純損失は
2,694百万円増加している。なお、
セグメント情報に与える影響は(セ
グメント情報)に記載している。
又、減損損失累計額については、改
正後の中間連結財務諸表規則に基づ
き当該各資産の金額から直接控除し
ている。 

――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

(中間連結損益計算書) 
 前中間連結会計期間において営業外損益の「その他」
に含めて表示していた「為替差益」(前中間連結会計期
間６百万円)については、営業外収益総額の100分の10超
となったため、当中間連結会計期間より区分掲記してい
る。 

(中間連結損益計算書) 
１ 前中間連結会計期間において独立掲記していた「賃
貸料」(当中間連結会計期間５百万円)及び「貸倒引当
金戻入益」(当中間連結会計期間０百万円)は、重要性
が低下したため、営業外収益の「その他」に含めて表
示している。 
２ 前中間連結会計期間において独立掲記していた「固
定資産売却損」(当中間連結会計期間０百万円)は、重
要性が低下したため、特別損失の「その他」に含めて
表示している。 

――― (中間連結キャッシュ・フロー計算書) 
 前中間連結会計期間において営業活動によるキャッシ
ュ・フローの「その他」に含めていた「前受金の増加
額」は、重要性が増したため、当中間連結会計期間にお
いて区分掲記することに変更した。なお、前中間連結会
計期間の営業活動によるキャッシュ・フローの「その
他」に含めていた「前受金の増加額」は、611百万円で
ある。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 担保資産及び担保付債務 

   有形固定資産のうち、下記資

産をもって工場財団を組成して

いる。 

建物 1,003百万円

構築物 479百万円

ドック船台 1,081百万円

機械装置 1,294百万円

運搬具 18百万円

工具器具備品 33百万円

土地 1,578百万円

計 5,489百万円

※１ 担保資産及び担保付債務 

   有形固定資産のうち、下記資

産をもって工場財団を組成して

いる。 

建物 999百万円

構築物 654百万円

ドック船台 1,027百万円

機械装置 1,234百万円

運搬具 18百万円

工具器具備品 44百万円

土地 1,578百万円

計 5,558百万円

※１ 担保資産及び担保付債務 

   有形固定資産のうち、下記資

産をもって工場財団を組成して

いる。 

建物 1,031百万円

構築物 494百万円

ドック船台 1,054百万円

機械装置 1,207百万円

運搬具 15百万円

工具器具備品 35百万円

土地 1,578百万円

計 5,417百万円

   上記工場財団ならびに土地

2,634百万円、建物976百万円、

投資有価証券152百万円、定期

預金280百万円を短期借入金

2,060百万円、社債200百万円、

長期借入金4,218百万円、一年

以内返済長期借入金738百万円

の担保に供している。 

   上記工場財団ならびに土地

2,319百万円、建物908百万円、

投資有価証券194百万円、定期

預金280百万円を短期借入金

3,018百万円、長期借入金5,284

百万円の担保に供している。 

   上記工場財団ならびに土地

2,634百万円、建物943百万円、

投資有価証券189百万円、定期

預金280百万円を短期借入金

1,861 百 万 円、長 期 借 入 金

10,171百万円の担保に供してい

る。 

      

 ２ 保証債務 

    金融機関借入金 

ピーオーエヌ 
シップホール 
ディングS.A. 

1,000百万円

 ２ 保証債務 

    金融機関借入金 

ピーオーエヌ
シップホール
ディングS.A.

1,000百万円

 ２ 保証債務 

    金融機関借入金 

ピーオーエヌ 
シップホール 
ディングS.A. 

1,000百万円

      

 ３ 受取手形割引高  516百万円  ３ 受取手形割引高  249百万円  ３ 受取手形割引高  303百万円 

      

※４ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してい

る。 

   なお、連結子会社の決算日が

金融機関の休日であったため、

次の満期手形が中間連結会計期

間末残高に含まれている。 

受取手形 75百万円

支払手形 303百万円

※４ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してい

る。 

   なお、連結子会社の決算日が

金融機関の休日であったため、

次の満期手形が中間連結会計期

間末残高に含まれている。 

受取手形 63百万円

支払手形 581百万円

※４     ――― 



(中間連結損益計算書関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ このうち、船舶保証工事引当

金繰入額 

22百万円 

※１ このうち、船舶保証工事引当

金繰入額 

15百万円 

※１ このうち、船舶保証工事引当

金繰入額 

19百万円 

 受注工事損失引当金繰入額 

150百万円 

      

※２ 販売費及び一般管理費の主な

もの 

給与手当等 757百万円

賞与引当金 
繰入額 

61百万円

退職給付費用 51百万円

貸倒引当金 
繰入額 

6百万円

※２ 販売費及び一般管理費の主な

もの 

給与手当等 766百万円

賞与引当金
繰入額 

51百万円

退職給付費用 32百万円

貸倒引当金
繰入額 

10百万円

※２ 販売費及び一般管理費の主な

もの 

給与手当等 1,533百万円

賞与引当金
繰入額 

59百万円

退職給付費用 102百万円

貸倒引当金
繰入額 

16百万円

      

※３ 固定資産売却益の内訳 

機械装置 14百万円

※３     ――― ※３ 固定資産売却益の内訳 

機械装置等 41百万円

      

※４     ――― ※４ 減損損失の内訳 

   当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計

上した。 

   当社グループは、事業用資産

については管理会計上の区分に

て、賃貸資産及び遊休資産につ

いては個別物件単位にてグルー

ピングを行っている。 

場所 用途 種類

高屋工場 
(広島県東広島市) 事業用資産

土地
機械装置 

遊園地等 
(大分県大分市)他 事業用資産 機械装置等

淡路駐車場 
(大阪市東淀川区) 賃貸資産 土地

芦屋マンション 
(兵庫県芦屋市) 賃貸資産 土地

成田工場 
(千葉県成田市) 遊休資産 土地

グランド用地 
(岡山県倉敷市) 遊休資産 土地

合歓の里 
(三重県志摩郡) 遊休資産 土地

資材置場 
(兵庫県多可郡) 遊休資産 土地

保養所用地 
(三重県度会郡) 遊休資産 土地

※４     ――― 

     事業用資産については、将来

キャッシュ・フローの見積期間

にわたって回収可能性が認めら

れないため、賃貸資産について

は帳簿価額に比し著しく時価が

下落しているため、また、遊休

資産については現在使用見込み

がなく、時価が下落しているた

め、各資産グループの帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失(2,694百万

円)として特別損失に計上し

た。 

  



  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

     減損損失の内訳は、以下のと

おりである。 

   なお、高屋工場、遊園地等、

淡路駐車場及び芦屋マンション

の回収可能価額は使用価値によ

り測定しており、将来キャッシ

ュ・フローを５％で割り引いて

算定している。 

   成田工場、グランド用地、合

歓の里、資材置場及び保養所用

地は正味売却価額により測定し

ており、時価については主に路

線価を基にした価額により評価

している。 

場所 建物 
(百万円)

機械
装置 
(百万円)

土地
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

高屋工場 ― 712 311 ― 1,024

遊園地等 11 437 ― 0 449

淡路駐車場 ― ― 520 ― 520

芦屋 
マンション ― ― 157 ― 157

成田工場 ― ― 217 ― 217

グランド 
用地 ― ― 115 ― 115

合歓の里 ― ― 25 ― 25

資材置場 ― ― 174 ― 174

保養所用地 ― ― 10 ― 10

合計 11 1,149 1,532 0 2,694

  

      

※５ 固定資産売却損の内訳 

機械装置 65百万円

※５     ――― ※５ 固定資産売却損の内訳 

機械装置等 66百万円

      

※６ 固定資産除却損の内訳 

機械装置 7百万円

その他 5百万円

※６ 固定資産除却損の内訳 

機械装置 28百万円

その他 8百万円

※６ 固定資産除却損の内訳 

機械装置等 86百万円

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び 
預金勘定 

7,795百万円

預入期間が 
３ヶ月を超える 
定期預金 

△729 

現金及び 
現金同等物 

7,065 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び 
預金勘定 

9,664百万円

預入期間が
３ヶ月を超える
定期預金 

△320

現金及び 
現金同等物 

9,344

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

現金及び
預金勘定 

6,866百万円

預入期間が
３ヶ月を超える 
定期預金 

△607 

現金及び
現金同等物 

6,259 



(リース取引関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引に係る注記 

１ 借主側 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  機械装置、運搬具
及び工具器具備品

取得価額相当額 3,398百万円

減価償却累計額 
相当額 2,676 

中間期末残高 
相当額 721 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引に係る注記 

 借主側 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  機械装置、運搬具
及び工具器具備品

取得価額相当額 1,372百万円

減価償却累計額
相当額 531

中間期末残高
相当額 840

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引に係る注記 

１ 借主側 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

機械装置、運搬具 
及び工具器具備品 

取得価額相当額 3,410百万円

減価償却累計額
相当額 2,945 

期末残高
相当額 464 

   なお、取得価額相当額は、有

形固定資産の中間期末残高等に

占める未経過リース料中間期末

残高の割合が低いため、「支払

利子込み法」により、算定して

いる。 

同左    なお、取得価額相当額は、有

形固定資産の期末残高等に占め

る未経過リース料期末残高の割

合が低いため、「支払利子込み

法」により、算定している。 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 603百万円

１年超 118 

合計 721 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 451百万円

１年超 389

合計 840

 ② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 367百万円

１年超 97 

合計 464 

   なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、有形固定資産

の中間期末残高等に占める未経

過リース料中間期末残高の割合

が低いため、当中間連結会計期

間において「支払利子込み法」

により、算定している。 

同左    なお、未経過リース料期末残

高相当額は、有形固定資産の期

末残高等に占める未経過リース

料期末残高の割合が低いため、

当連結会計期間において「支払

利子込み法」により、算定して

いる。 

 ③ 当中間連結会計期間の支払リ

ース料等 

(1) 支払リース料 281百万円

(2) 減価償却費 
  相当額 

281百万円

 ③ 当中間連結会計期間の支払リ

ース料等 

(1) 支払リース料 165百万円

(2) 減価償却費
  相当額 

165百万円

 ③ 当連結会計期間の支払リース

料等 

(1) 支払リース料 550百万円

(2) 減価償却費 
  相当額 

550百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   減価償却費相当額の算定方法

は、リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零(残価保証の

取決めがある場合は残価保証

額)とする定額法によってい

る。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

２ 貸主側 

 ① リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高 

  機械装置、運搬具
及び工具器具備品

取得価額 952百万円

減価償却累計額 875 

中間期末残高 76 

――― ２ 貸主側 

 ① リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び期末残高 

機械装置、運搬具 
及び工具器具備品 

取得価額 952百万円

減価償却累計額 952 

期末残高 ― 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 9百万円

１年超 ― 

合計 9 

   ②     ――― 

   なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、営業債権の中

間期末残高等に占める未経過リ

ース料中間期末残高及び見積残

存価額の残高の合計額の割合が

低いため、当中間連結会計期間

において「受取利子込み法」に

より算定している。 

    

 ③ 当中間連結会計期間の受取リ

ース料等 

(1) 受取リース料 55百万円

(2) 減価償却費 10百万円

   ③ 当連結会計期間の受取リース

料等 

(1) 受取リース料 64百万円

(2) 減価償却費 12百万円



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

株式 2,299 4,436 2,137

債券 ― ― ―

その他 51 48 △2

計 2,350 4,485 2,134

 非上場株式(店頭売買株式を除く) 573百万円

子会社株式 640百万円

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

株式 2,459 5,773 3,314

債券 ― ― ―

その他 50 50 0

計 2,509 5,824 3,314

 非上場株式 570百万円

 債券 101百万円

子会社株式 650百万円

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

株式 2,400 4,861 2,461

計 2,400 4,861 2,461

 非上場株式 574百万円

 債券 101百万円

子会社株式 640百万円



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

ヘッジ会計を適用しているため、注記を省略している。 

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

ヘッジ会計を適用しているため、注記を省略している。 

  

前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

ヘッジ会計を適用しているため、注記を省略している。 

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

  

(注) １ 事業区分は内部管理上採用している区分によっている。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 船舶部門………新造船、作業船、改造船、修繕船、ＬＰＧ船 

(2) 陸上部門………橋梁、鉄鋼構造物、駐車装置、建設機械、遊園機械、機械部品、自動車部品、空調・給排水・環境工

事、ソフトウェア開発、乳化装置、撹拌機 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は574百万円であり、その主なものは、中間連結財

務諸表提出会社の総務部、経理部等に係る費用である。 

  

(注) １ 事業区分は内部管理上採用している区分によっている。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 船舶部門………新造船、作業船、改造船、修繕船、ＬＰＧ船 

(2) 陸上部門………橋梁、鉄鋼構造物、駐車装置、建設機械、遊園機械、機械部品、自動車部品、空調・給排水・環境工

事、ソフトウェア開発、乳化装置、撹拌機 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は574百万円であり、その主なものは、中間連結財

務諸表提出会社の総務部、経理部等に係る費用である。 

４ 会計方針の変更に記載のとおり、当中間連結会計期間から固定資産の減損損失に係る会計基準を適用している。この変更

に伴い、従来の方法によった場合に比べ、「陸上部門」について営業利益は152百万円多く計上されている。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  
船舶部門
(百万円) 

陸上部門
(百万円) 

計(百万円)
消去または 
全社(百万円) 

連結(百万円)

売上高    

(1) 外部顧客に対する売上高 13,412 11,152 24,565 ― 24,565

(2) セグメント間の内部売上高 
または振替高 

― 4 4 (4) ―

計 13,412 11,157 24,569 (4) 24,565

営業費用 12,644 10,965 23,610 570 24,180

営業利益 768 191 959 (574) 385

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  
船舶部門
(百万円) 

陸上部門
(百万円) 

計(百万円)
消去または 
全社(百万円) 

連結(百万円)

売上高    

(1) 外部顧客に対する売上高 18,424 13,155 31,580 ― 31,580

(2) セグメント間の内部売上高 
または振替高 

― 3 3 (3) ―

計 18,424 13,159 31,583 (3) 31,580

営業費用 17,455 12,095 29,550 571 30,121

営業利益 969 1,064 2,033 (575) 1,458



  

(注) １ 事業区分は内部管理上採用している区分によっている。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 船舶部門………新造船、作業船、改造船、修繕船、ＬＰＧ船 

(2) 陸上部門………橋梁、鉄鋼構造物、駐車装置、建設機械、遊園機械、機械部品、自動車部品、空調・給排水・環境工

事、ソフトウェア開発、乳化装置、撹拌機 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,132百万円であり、その主なものは、連結財務

諸表提出会社の総務部、経理部等に係る費用である。 

４ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「４ 会計処理基準に関する事項」に記載のとおり、当連結会計年度

より受注工事損失引当金を計上することに変更した。 

  この変更に伴い、前連結会計年度と同一の方法によった場合に比べ、「船舶部門」について営業利益は、150百万円少な

く計上されている。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はない。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はない。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はない。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  
船舶部門
(百万円) 

陸上部門
(百万円) 

計(百万円)
消去または 
全社(百万円) 

連結(百万円)

売上高    

(1) 外部顧客に対する売上高 24,038 23,952 47,990 ― 47,990

(2) セグメント間の内部売上高 
または振替高 

― 8 8 (8) ―

計 24,038 23,961 47,999 (8) 47,990

営業費用 22,265 23,786 46,051 1,125 47,176

営業利益 1,773 174 1,948 (1,134) 814



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 
  

(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

   中南米……パナマ 

   その他の地域……リベリア、ギリシャ 

  (国又は地域の区分の変更) 

   当中間連結会計期間でアフリカ分(2,214百万円)については、売上割合が減少したので「その他の地域」の中に含め

た。 
  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 
  

(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

   アフリカ……リベリア 

   中南米……パナマ 

   その他の地域……中国 

  (国又は地域の区分の変更) 

   従来、アフリカは「その他の地域」に含めていたが、当中間連結会計期間において売上割合が増加したので新たに区

分表示することに変更した。なお、前中間連結会計期間の「その他の地域」の中にアフリカ分として、2,214百万円が

含まれている。 
  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 
  

(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

   アフリカ……リベリア 

   中南米……パナマ 

   その他の地域……キプロス 
  

  中南米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 7,808 4,706 12,514

Ⅱ 連結売上高(百万円) 24,565

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

31.8 19.1 50.9

  アフリカ 中南米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 8,575 7,632 1,258 17,466

Ⅱ 連結売上高(百万円)   31,580

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

27.2 24.2 3.9 55.3

  アフリカ 中南米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 11,656 7,813 2,538 22,009

Ⅱ 連結売上高(百万円)   47,990

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

24.3 16.3 5.3 45.9



(１株当たり情報) 

  

  

(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

該当事項なし。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

当社は、公正取引委員会より平成17年９月29日付けで、国土交通省３地方整備局及び日本道路公団発注の鋼橋

上部工事について独占禁止法第３条(不当な取引制限の禁止)に違反する行為があったとして、排除勧告を受け、

平成17年10月11日に公正取引委員会に応諾書を提出した。なお、今回の勧告応諾による損益への影響は、現時点

では不明である。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

該当事項なし。 

  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(1) １株当たり純資産額 309円50銭 (1) １株当たり純資産額 272円36銭 (1) １株当たり純資産額 325円09銭

(2) １株当たり中間純利益 2円91銭 (2) １株当たり中間純損失 65円41銭 (2) １株当たり当期純利益 11円73銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益については、潜在株式が存在しな

いため、記載していない。 

同左   なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、潜在株式が存在しな

いため、記載していない。 

(注) １株当たり中間純利益の算定上の基

礎は、以下のとおりである。 

 中間純利益(百万円) 83

 普通株式に係る 
 中間純利益(百万円) 83

 普通株式の 
 期中平均株式数(千株) 28,593

(注) １株当たり中間純損失の算定上の基

礎は、以下のとおりである。 

 中間純損失(百万円) 1,870

 普通株式に係る
 中間純損失(百万円) 1,870

 普通株式の 
 期中平均株式数(千株) 28,589

(注) １株当たり当期純利益の算定上の基

礎は、以下のとおりである。 

連結損益計算書上の 
 当期純利益(百万円) 345 

普通株式に係る
 当期純利益(百万円) 335 

普通株主に帰属しない 
 金額(百万円) 10 

(うち、利益処分による 
 役員賞与金)(百万円) (10)

普通株式の
 期中平均株式数(千株) 28,592 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

資産の部          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   5,315   6,791 4,760   

２ 受取手形   569   786 684   

３ 売掛金   2,383   2,888 3,193   

４ たな卸資産   12,418   14,315 16,981   

５ 前渡金   1,057   1,360 739   

６ 繰延税金資産   155   109 184   

７ その他 ※4 619   435 1,007   

貸倒引当金   △16   △18 △17   

流動資産合計    22,502 43.0 26,670 48.5   27,532 47.6

Ⅱ 固定資産          

(1) 有形固定資産 ※1. 
  2        

１ 建物   2,614   2,514 2,591   

２ ドック船台   1,138   1,082 1,109   

３ 機械装置   6,985   5,742 7,270   

４ 土地   5,325   3,977 5,325   

５ その他   1,926   1,848 1,608   

有形固定資産合計   17,990   15,165 17,906   

(2) 無形固定資産   571   751 843   

(3) 投資その他の資産          

１ 投資有価証券   8,500   9,877 8,963   

２ 更生債権等   408   386 388   

３ 繰延税金資産   1,502   1,416 1,366   

４ その他   1,293   1,018 1,162   

貸倒引当金   △438   △313 △305   

投資その他の資産 
合計   11,266   12,386 11,574   

固定資産合計    29,828 57.0 28,302 51.5   30,325 52.4

資産合計    52,330 100.0 54,973 100.0   57,857 100.0

           



  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

負債の部          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形   4,541   4,604 3,952   

２ 買掛金   4,371   5,688 5,300   

３ 短期借入金   4,304   11,084 3,584   

４ １年以内償還予定 
  社債   2,000   ― ―   

５ 未払法人税等   210   30 66   

６ 前受金   8,768   13,264 10,852   

７ 賞与引当金   283   218 215   

８ 船舶保証工事引当金   22   15 19   

９ 受注工事損失引当金   ―   ― 150   

10 その他   856   933 1,087   

流動負債合計    25,360 48.5 35,839 65.2   25,229 43.6

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金   12,848   6,384 18,271   

２ 退職給付引当金   5,018   4,988 5,065   

３ その他   139   66 66   

固定負債合計    18,006 34.4 11,439 20.8   23,403 40.5

負債合計    43,367 82.9 47,278 86.0   48,632 84.1

           

資本の部          

Ⅰ 資本金    1,430 2.7 1,430 2.6   1,430 2.5

Ⅱ 資本剰余金          

資本準備金   7   7 7   

資本剰余金合計    7 0.0 7 0.0   7 0.0

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   273   295 273   

２ 任意積立金   5,115   5,112 5,115   

３ 中間(当期) 
  未処分利益又は 
  中間未処理損失(△) 

  953   △1,010 1,027   

利益剰余金合計    6,342 12.1 4,397 8.0   6,416 11.1

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    1,185 2.3 1,862 3.4   1,373 2.3

Ⅴ 自己株式    △1 △0.0 △2 △0.0   △2 △0.0

資本合計    8,963 17.1 7,694 14.0   9,225 15.9

負債及び資本合計    52,330 100.0 54,973 100.0   57,857 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    19,671 100.0 26,371 100.0   35,992 100.0

Ⅱ 売上原価    18,094 92.0 24,156 91.6   33,274 92.5

売上総利益    1,577 8.0 2,214 8.4   2,717 7.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費    1,279 6.5 1,171 4.4   2,490 6.9

営業利益    297 1.5 1,042 4.0   226 0.6

Ⅳ 営業外収益 ※1  107 0.5 99 0.4   318 0.9

Ⅴ 営業外費用 ※2  160 0.8 176 0.7   323 0.9

経常利益    244 1.2 966 3.7   222 0.6

Ⅵ 特別利益 ※3  53 0.3 ― ―   185 0.5

Ⅶ 特別損失 ※4  92 0.5 3,115 11.8   214 0.6

税引前中間(当期) 
純利益又は税引前 
中間純損失(△) 

   204 1.0 △2,149 △8.2   193 0.5

法人税、住民税 
及び事業税   149   25 85   

法人税等調整額   △63 86 0.4 △283 △257 △1.0 △83 1 0.0

中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△)    118 0.6 △1,891 △7.2   192 0.5

前期繰越利益    835 858   835 

合併による未処分 
利益引継額    ― 22   ― 

中間(当期) 
未処分利益又は 
中間未処理損失(△) 

   953 △1,010   1,027 

           



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準および評価方法 

 ① 有価証券 

   子会社株式 

    移動平均法による原価法 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

      中間決算末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は、全部資

本直入法により処理

し、売却原価は、移動

平均法により算定) 

１ 資産の評価基準および評価方法 

 ① 有価証券 

   子会社株式 

同左 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

同左 

１ 資産の評価基準および評価方法 

 ① 有価証券 

   子会社株式 

同左 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

      決算末日の市場価格等

に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定) 

    時価のないもの 

      移動平均法による原価

法 

    時価のないもの 

同左 

    時価のないもの 

同左 

 ② たな卸資産 

   原材料及び貯蔵品については

移動平均法に基づく原価基準、

半成工事については個別法によ

る原価基準によっている。 

 ② たな卸資産 

同左 

 ② たな卸資産 

同左 

 ③ デリバティブ 

    時価法 

 ③ デリバティブ 

同左 

 ③ デリバティブ 

同左 

      

２ 固定資産の減価償却の方法 

  有形固定資産   定率法 

  ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物附属設備は

除く)については、定額法を採用

している。 

  なお、主な耐用年数は、建物７

～50年、機械装置７～12年であ

る。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

  有形固定資産   定率法 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

  有形固定資産   定率法 

同左 

  無形固定資産   定額法 

  ただし、ソフトウェア(自社利

用分)については、社内における

利用可能期間(５年)に基づく定額

法を採用している。 

  無形固定資産   定額法 

同左 

  無形固定資産   定額法 

同左 

      

３ 引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については、個

別に回収の可能性を検討し、回

収不能見込額を計上している。 

３ 引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

同左 

 ② 賞与引当金 

   従業員の賞与に充当するた

め、支給見込額基準により計上

している。 

 ② 賞与引当金 

同左 

 ② 賞与引当金 

同左 

 ③ 船舶保証工事引当金 

   新造船等引渡後に当社負担に

より無償で補修すべき費用に充

当するため、過去２年間の実績

を基礎に、将来の保証見込を加

味して計上している。 

 ③ 船舶保証工事引当金 

同左 

 ③ 船舶保証工事引当金 

同左 



  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 ④     ―――  ④ 受注工事損失引当金 

   当中間期末の未引渡工事のう

ち、大幅な損失が発生すると見

込まれ、かつ、当中間期末時点

で当該損失額を合理的に見積る

ことが可能な工事について、当

下期以降の損失見積額を引当計

上している。 

  (追加情報) 

   従来、受注工事損失引当金を

計上していなかったが、前期よ

り計上することとした。なお、

前中間会計期間では受注工事損

失引当金を計上しておらず、変

更後の方法によった場合でも損

益に与える影響はない。 

 ④ 受注工事損失引当金 

   期末の未引渡工事のうち、大

幅な損失が発生すると見込ま

れ、かつ、期末時点で当該損失

額を合理的に見積ることが可能

な工事について、翌期以降の損

失見積額を引当計上している。 

  (会計方針の変更) 

   受注工事損失引当金 

    当期より、期末の未引渡工

事のうち、大幅な損失が発生

すると見込まれ、かつ、期末

時点で当該損失額を合理的に

見積ることが可能な工事につ

いて、翌期以降の損失見積額

を受注工事損失引当金として

計上することにした。 

    この変更は、為替の変動、

急激な鋼材価格の上昇等を契

機に見積工事原価を見直した

結果、工事損失見込額の重要

性が増したことを踏まえ、財

務内容の健全化と期間損益の

より一層の適正化を図るため

に行ったものである。 

    この変更により、従来の方

法によった場合に比べ、営業

利益、経常利益及び税引前当

期純利益が150百万円減少し

ている。 

    なお、この変更が当下期に

おいて行われたのは、当上期ま

で利益を見込んでいたが、下期

における急激な為替の変動によ

り大幅な損失額が見込まれる工

事があると判明したためであ

る。当中間期は従来の方法によ

っているが、変更後の方法によ

った場合でも損益に与える影響

はない。 

 ⑤ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当会計期間末における退職

給付債務及び年金資産の見込み

額に基づき、当中間会計期間末

において発生していると認めら

れる額を計上している。 

   数理計算上の差異について

は、発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(５

年)による定率法により発生の

翌事業年度から費用処理してい

る。 

 ⑤ 退職給付引当金 

同左 

 ⑤ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き計上している。 

   数理計算上の差異について

は、発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(５

年)による定率法により発生の

翌事業年度から費用処理してい

る。 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

      

５ ヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理を採用してい

る。 

   なお、金利スワップについて

は、特例処理の要件を満たして

いる場合は、特例処理を採用し

ている。 

５ ヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 

同左 

５ ヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 

同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段 

     為替予約取引及び金利ス

ワップ取引 

   ヘッジ対象 

     外貨建予定取引及び借入

金利息 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段 

同左 

  

   ヘッジ対象 

同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段 

同左 

  

   ヘッジ対象 

同左 

 ③ ヘッジ方針 

   当社の内部規程である「市場

リスク管理規程」及び「リスク

管理要領」に基づき、為替変動

リスク及び金利変動リスクをヘ

ッジしている。 

 ③ ヘッジ方針 

同左 

 ③ ヘッジ方針 

同左 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ対象とヘッジ手段につ

いて、相場変動額またはキャッ

シュ・フロー変動額を、ヘッジ

期間全体にわたり比較し、有効

性を評価している。 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

      

６ 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっている。 

６ 消費税等の会計処理 

同左 

６ 消費税等の会計処理 

同左 



会計方針の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用している。これにより営業利

益及び経常利益は152百万円増加

し、税引前中間純損失は2,510百万

円増加している。なお、減損損失累

計額については、改正後の中間財務

諸表等規則に基づき当該各資産の金

額から直接控除している。 

――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

40,729百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

41,083百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

41,376百万円 

      

※２ 担保資産 

   有形固定資産のうち、下記資

産をもって工場財団を組成して

いる。 

上記工場財団ならびに土地

1,098百万円、建物454百万円を

長期借入金3,846百万円、一年

以内返済長期借入金494百万円

の担保に供している。 

建物 1,003百万円

構築物 479百万円

ドック船台 1,081百万円

機械装置 1,294百万円

車両運搬具 18百万円

工具器具備品 33百万円

土地 1,578百万円

計 5,489百万円

※２ 担保資産 

   有形固定資産のうち、下記資

産をもって工場財団を組成して

いる。 

上記工場財団ならびに土地

957百万円、建物423百万円を短

期借入金774百万円、長期借入

金4,882百万円の担保に供して

いる。 

建物 999百万円

構築物 654百万円

ドック船台 1,027百万円

機械装置 1,234百万円

車両運搬具 18百万円

工具器具備品 44百万円

土地 1,578百万円

計 5,558百万円

※２ 担保資産 

   有形固定資産のうち、下記資

産をもって工場財団を組成して

いる。 

上記工場財団ならびに土地

1,098百万円、建物438百万円を

長期借入金8,769百万円、一年

以内返済長期借入金774百万円

の担保に供している。 

建物 1,031百万円

構築物 494百万円

ドック船台 1,054百万円

機械装置 1,207百万円

車両運搬具 15百万円

工具器具備品 35百万円

土地 1,578百万円

計 5,417百万円

      

 ３ 保証債務 

  (1) 金融機関借入金 

ピーオーエヌ 
シップホール 
ディングS.A. 

1,000百万円

 ３ 保証債務 

    金融機関借入金 

ピーオーエヌ
シップホール
ディングS.A.

1,000百万円

 ３ 保証債務 

    金融機関借入金 

ピーオーエヌ 
シップホール 
ディングS.A. 

1,000百万円

  (2) 関係会社のリース債務 

エスティ㈱ 523百万円

    

      

※４ 仮払消費税等および仮受消費

税等は、相殺後流動資産の「そ

の他」に含めて表示している。 

※４ 仮払消費税等および仮受消費

税等は、相殺後流動資産の「そ

の他」に含めて表示している。 

※４     ――― 



(中間損益計算書関係) 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち 

受取利息 4百万円

為替差益 30百万円

※１ 営業外収益のうち 

受取利息 1百万円

※１ 営業外収益のうち 

受取利息 8百万円

受取配当金 203百万円

      

※２ 営業外費用のうち 

支払利息 148百万円

※２ 営業外費用のうち 

支払利息 172百万円

※２ 営業外費用のうち 

支払利息 296百万円

      

※３ 特別利益のうち 

契約解除和解金 38百万円

※３     ――― ※３ 特別利益のうち 

貸倒引当金
戻入益 

132百万円

契約解除和解金 38百万円

      

※４ 特別損失のうち 

機械装置売却損 65百万円

※４ 特別損失のうち 

減損損失(注) 2,510百万円

たな卸資産
処分損 

518百万円

※４ 特別損失のうち 

固定資産除却損 84百万円

固定資産売却損 65百万円

台風災害損失 56百万円

  (注) 減損損失の内訳 

   当中間会計期間において、当

社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上した。 

   当社は、事業用資産について

は管理会計上の区分にて、賃貸

資産及び遊休資産については個

別物件単位にてグルーピングを

行っている。 

   事業用資産については、将来

キャッシュ・フローの見積期間

にわたって回収可能性が認めら

れないため、賃貸資産について

は帳簿価額に比し著しく時価が

下落しているため、また、遊休

資産については現在使用見込み

がなく、時価が下落しているた

め、各資産グループの帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失(2,510百万

円)として特別損失に計上し

た。 

場所 用途 種類

高屋工場 
(広島県東広島市) 事業用資産

土地
機械装置 

遊園地等 
(大分県大分市)他 事業用資産 機械装置等

淡路駐車場 
(大阪市東淀川区) 賃貸資産 土地

芦屋マンション 
(兵庫県芦屋市) 賃貸資産 土地

成田工場 
(千葉県成田市) 遊休資産 土地

グランド用地 
(岡山県倉敷市) 遊休資産 土地

合歓の里 
(三重県志摩郡) 遊休資産 土地

  



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

     減損損失の内訳は、以下のと

おりである。 

   なお、高屋工場、遊園地等、

淡路駐車場及び芦屋マンション

の回収可能価額は使用価値によ

り測定しており、将来キャッシ

ュ・フローを５％で割り引いて

算定している。 

   成田工場、グランド用地及び

合歓の里は正味売却価額により

測定しており、時価については

主に路線価を基にした価額によ

り評価している。 

場所 建物 
(百万円)

機械
装置 
(百万円)

土地
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

高屋工場 ― 712 311 ― 1,024

遊園地等 11 437 ― 0 449

淡路駐車場 ― ― 520 ― 520

芦屋 
マンション ― ― 157 ― 157

成田工場 ― ― 217 ― 217

グランド 
用地 ― ― 115 ― 115

合歓の里 ― ― 25 ― 25

合計 11 1,149 1,348 0 2,510

  

      

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 983百万円

無形固定資産 86百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 803百万円

無形固定資産 123百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 2,002百万円

無形固定資産 197百万円



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  機械装置   

車両 
運搬具 
及び工具 
器具備品 

  合計

  百万円   百万円   百万円

取得価額 
相当額 471   320   792

減価償却 
累計額 
相当額 

165   254   419

中間期末 
残高 
相当額 

306   66   372

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  機械装置

車両
運搬具 
及び工具
器具備品

合計

  百万円  百万円  百万円

取得価額 
相当額 1,009 151 1,160

減価償却 
累計額 
相当額 

301 109 410

中間期末 
残高 
相当額 

707 42 749

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

機械装置

車両 
運搬具 
及び工具 
器具備品 

  合計 

 百万円  百万円   百万円

取得価額
相当額 471 332   803

減価償却
累計額 
相当額 

195 281   476

期末残高
相当額 275 51   326

  なお、取得価額相当額は、有形

固定資産の中間期末残高等に占め

る未経過リース料中間期末残高の

割合が低いため、「支払利子込み

法」により、算定している。 

同左   なお、取得価額相当額は、有形

固定資産の期末残高等に占める未

経過リース料期末残高の割合が低

いため、「支払利子込み法」によ

り、算定している。 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 345百万円

１年超 27 

合計 372 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 407百万円

１年超 342

合計 749

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 306百万円

１年超 20 

合計 326 

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、有形固定資産の中

間期末残高等に占める未経過リー

ス料中間期末残高の割合が低いた

め、「支払利子込み法」により、

算定している。 

同左   なお、未経過リース料期末残高

相当額は、有形固定資産の期末残

高等に占める未経過リース料期末

残高の割合が低いため、「支払利

子込み法」により、算定してい

る。 

③ 当中間会計期間の支払リース料

等 

(1) 支払リース料 69百万円

(2) 減価償却費 
  相当額 

69百万円

③ 当中間会計期間の支払リース料

等 

(1) 支払リース料 107百万円

(2) 減価償却費
  相当額 

107百万円

③ 当期の支払リース料等 

  

(1) 支払リース料 126百万円

(2) 減価償却費
  相当額 

126百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法

は、リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零(残価保証の取決め

がある場合は残価保証額)とする

定額法によっている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

子会社株式で時価のあるものはない。 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式で時価のあるものはない。 

  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

子会社株式で時価のあるものはない。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。 

  

(重要な後発事象) 

前中間会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

該当事項なし。 

  

当中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

当社は、公正取引委員会より平成17年９月29日付けで、国土交通省３地方整備局及び日本道路公団発注の鋼橋

上部工事について独占禁止法第３条(不当な取引制限の禁止)に違反する行為があったとして、排除勧告を受け、

平成17年10月11日に公正取引委員会に応諾書を提出した。なお、今回の勧告応諾による損益への影響は、現時点

では不明である。 

  

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

該当事項なし。 

  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第79期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月29日 
近畿財務局長に提出。 

            

(2) 
  

有価証券報告書の 
訂正報告書 

事業年度 
(第79期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年７月28日 
近畿財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月21日

株式会社 サノヤス・ヒシノ明昌 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社サノヤス・ヒシノ明昌の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年４

月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社サノヤス・ヒシノ明昌及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  桑  野  知  泰 ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  小  寺     庸 ㊞ 

  
※ 上記は、当社(半期報告書提出会社)が中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月20日

株式会社 サノヤス・ヒシノ明昌 

取締役会 御中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社サノヤス・ヒシノ明昌の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社サノヤス・ヒシノ明昌及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計方針の変更に記載されているとおり、会社は、当中間連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用し

ている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  桑  野  知  泰 ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  井 家 上  愼  一 ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  小  寺     庸 ㊞ 

  
※ 上記は、当社(半期報告書提出会社)が中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月21日

株式会社 サノヤス・ヒシノ明昌 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社サノヤス・ヒシノ明昌の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第79期事業年度の中間会計期間(平成16年４月

１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社サノヤス・ヒシノ明昌の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成

16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  桑  野  知  泰 ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  小  寺     庸 ㊞ 

  
※ 上記は、当社(半期報告書提出会社)が中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月20日

株式会社 サノヤス・ヒシノ明昌 

取締役会 御中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社サノヤス・ヒシノ明昌の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第80期事業年度の中間会計期間(平成17年４月

１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社サノヤス・ヒシノ明昌の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成

17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計方針の変更に記載されているとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用してい

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  桑  野  知  泰 ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  井 家 上  愼  一 ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  小  寺     庸 ㊞ 

  
※ 上記は、当社(半期報告書提出会社)が中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 
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